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行財政運営の推進にあたっては、市民の皆様に、本市の財政状況等についてご理解をいただくことが

不可欠であり、そのためにも財政に関する情報を積極的に公表を行い、市民の皆様と情報を共有させて

いただくことが大切であるとの考えから、年2回、6月と12月に財政事情説明書を公表しております。

今回は、令和2年度の決算状況と令和3年度予算の9月30日現在までの執行状況などについてご説

明いたします。

今後とも市民皆様に、より見やすく分かりやすいものとなるよう努めてまいりますので、市政への関心を高

めていただき、より一層のご協力を賜りますようお願いいたします。

は じ め に



一般会計

特別会計

　

・

・

・

　島原市の歳入及び歳出は、「一般会計」と「特別会計」に区分して経理しています。しかしな

がら、市の財政状況を把握しようとするときは、自治体間で異なる一般会計で処理する事業の範

囲を是正し、他市との比較や時系列分析ができるよう、国の基準に基づく全国標準の「普通会

計」（統計処理上の会計）に置き換えています。

　本書の決算数値につきましては、「普通会計」に基づいて説明を行っています。

　一般会計は、市税や地方交付税などを主な財源として、福祉や教育の充実、各種産業の活性化

や道路などの基盤整備といった行政運営の基本的な経費が計上されます。

　特別会計は、交通や病院など特定の事業を行う場合、その特定の収入でもって特定の支出にあ

てて、一般会計とは区分して経理を行う必要がある場合に設置されるもので、本市では、法令や

条例に基づき下記のとおり設置しています。

　　１）法令により設置が義務付けられているもの

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

　　２）市条例により設置しているもの

温泉給湯事業特別会計

１.会計区分

【本説明書における注意】

〇決算における「普通会計」は総務省が定めた地方財政統計上統一的に定めた会計区分であり、一般会

計の決算書数値とは一致しない場合があります。

〇各表・グラフ内の数値・比率の表示は、表示単位未満をそれぞれ四捨五入しているため、増減額、合計

等とは一致しない場合があります。
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増減比

歳入総額 ① 28,892,487千円 24,628,351千円 17.3%

歳出総額 ② 28,450,652千円 24,092,744千円 18.1%

形式収支（①－②）　③ 441,835千円 535,607千円 △17.5%

翌年度へ繰り越すべき財源④ 139,868千円 212,324千円 △34.1%

実質収支（③－④）　⑤ 301,967千円 323,283千円 △6.6%

前年度実質収支 ⑥ 323,283千円 269,597千円 19.9%

単年度収支（⑤－⑥）　⑦ △21,316千円 53,686千円 △139.7%

基金積立金 ⑧ 166,835千円 140,621千円 18.6%

繰上償還金 ⑨ - - -

基金取り崩し額 ⑩ 170,000千円 90,000千円 88.9%

実質単年度収支

　　⑦+⑧+⑨－⑩
△24,481千円 104,307千円 △123.5%

用　　　　語

形 式 収 支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

基 金 積 立 金

年度間の財源の不均衡を調整するため決算剰余金などを原資として積み立て、経

済事情の変動等で財源が不足する際や、大型事業などの多額の財源が必要な際

に、取り崩します。

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額であり、当該年度に新

たに生じた剰余額またはその逆を把握するための指標です。

形式収支から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた額をいい、前年度以前からの

収支の累積でもあり、一般的に標準財政規模の３～５％程度が望ましいとされて

います。

令和2年度普通会計におきましては、新型コロナウイルス感染症対策事業として実施した、特別定額給

付金給付費や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業などによる補助等の大幅な増

加、小中学校非構造部材耐震化事業や堀町縦線整備事業などによる普通建設事業費の増加などに伴

い、前年度よりも歳入で17.3％増、歳出で18.1％増となり、決算規模は歳入、歳出ともに過去最大となり

ました。

また、「実質収支」では 301,967千円の黒字、「前年度実質収支」 323,283千円を差し引いた「単年

度収支」は、 21,316千円の赤字となっています。

なお、本年度は財政調整基金に令和元年度決算の余剰金 162,000千円、利子分等 4,835千円を

積み立てておりますので、「実質単年度収支」は 24,481千円の赤字となります。

解　　　　　　　　説

決算における歳入総額から歳出総額を単純に差し引いた額です。

年度内に完了できない事業について、翌年度に持ち越して執行するための財源で

す。

4,357,908千円

△93,772千円

△72,456千円

△21,316千円

53,686千円

△75,002千円

26,214千円

区　　　　分 令和2年度 令和元年度

4,264,136千円

△128,788千円

80,000千円

-

増減額

対前年度増減

２.令和2年度普通会計決算の概要
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令和２年度 令和元年度 増減額 増減比

1 市 税 4,725,755千円 4,793,082千円 △67,327千円 △1.4%

2 地 方 譲 与 税 166,983千円 166,523千円 460千円 0.3%

3 利 子 割 交 付 金 2,669千円 2,416千円 253千円 10.5%

4 配 当 割 交 付 金 9,555千円 11,047千円 △1,492千円 △13.5%

5 株式等譲渡所得割交付金 12,236千円 6,065千円 6,171千円 101.7%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 984,499千円 816,310千円 168,189千円 20.6%

7 環 境 性 能 割 交 付 金 9,312千円 21,119千円 △11,807千円 △55.9%

8 地 方 特 例 交 付 金 23,492千円 55,394千円 △31,902千円 △57.6%

9 地 方 交 付 税 6,027,987千円 6,200,061千円 △172,074千円 △2.8%

10 交通安全対策特別交付金 5,795千円 5,561千円 234千円 4.2%

11 分 担 金 及 び 負 担 金 85,184千円 144,215千円 △59,031千円 △40.9%

12 使 用 料 及 び 手 数 料 314,107千円 329,625千円 △15,518千円 △4.7%

13 国 庫 支 出 金 9,575,556千円 3,830,333千円 5,745,223千円 150.0%

14 県 支 出 金 2,707,231千円 2,311,930千円 395,301千円 17.1%

15 財 産 収 入 73,968千円 65,060千円 8,908千円 13.7%

16 寄 附 金 820,781千円 519,239千円 301,542千円 58.1%

17 繰 入 金 288,111千円 1,047,511千円 △759,400千円 △72.5%

18 繰 越 金 535,607千円 306,736千円 228,871千円 74.6%

19 諸 収 入 424,314千円 272,355千円 151,959千円 55.8%

20 市 債 2,083,638千円 3,723,769千円 △1,640,131千円 △44.0%

21 法 人 事 業 税 交 付 金 15,707千円 － 15,707千円 皆増

合　　　　　　　計 28,892,487千円 24,628,351千円 4,264,136千円 17.3%

　市の行政運営を支える財源には、市民税や固定資産税などの市税や地方交付税、国、県からの補助金、借

入金である市債などがあります。

【普通会計歳入決算】

                     　　区　　　　分

       　款

収 入 済 額 対前年度増減

（１） 歳入の決算状況
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（譲与税等）： 地方消費税交付金、地方譲与税、環境性能割交付金、地方特例交付金、配当割交付金

利子割交付金、株式等譲渡所得割交付金、交通安全対策特別交付金

　令和2年度の歳入総額は、 28,892,487千円で、昨年度に比べ 4,264,136千円の増となりました。

主な増減としましては、新型コロナウイルス感染症対策事業として特別定額給付金給付事業費、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金などの増に伴い国庫支出金が 5,745,223千円の増、長崎県営業時間短縮協力金補

助金などの増に伴い県支出金が 395,301千円の増、ふるさとしまばら寄附金の増に伴い寄附金が 301,542千円の増、

消費税が10％に引き上げられたことに伴う社会保障財源化分の増に伴い地方消費税交付金が 168,189千円の増と

なった一方で、新庁舎整備事業費の減などに伴い市債が 1,640,131千円の減、公共施設等整備基金繰入金、合併

振興基金繰入金の減などに伴い繰入金が 759,400千円の減となり、全体では歳入増となっています。

歳入の構成比を見ますと、市税や使用料など市が自主的に収入することができる『自主財源』は、 7,267,827千円

（25.2％）で、国や県からの補助金や市債などの『依存財源』は、 21,624,660千円（74.8％）となっています。

自主財源の中で最も多いのは、市税の 4,725,755千円で歳入全体の 16.4％、また依存財源の中で最も多いのは、

国庫支出金の  9,575,556千円で歳入全体の 33.1％を占めています。

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

市民の皆さんや、市内に事業所を持つ法人等に納めていただくものです。市民税、固定資産

税、軽自動車税、市たばこ税、都市計画税、入湯税があります。

一旦、国税として徴収されたものを、その後、人口規模や市道の延長・面積など一定の基準によ

り県や市町村に譲与されるもので、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税などがあります。

金融機関等からの預金利子や株式等の配当及び譲渡益に課税された県税の一部を財源とし

て、一定の基準により市に対し交付されるものです。

用　　　　語 解　　　　　　　　　　　　説

市 税

自主財源

25.2%

依存財源

74.8%

市税

16.4%
寄附金

2.8%

繰入金

1.0%

その他

5.0%

国庫支出金

33.1%

地方交付税

20.9%

県支出金

9.4%

市債

7.2%

譲与税等

4.2%

【普通会計 歳入決算の科目別・財源別構成】

歳入総額

28,892,487千円
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財 産 収 入
市が有する財産などの貸付けによって生じる対価や基金の運用による利息等の財産運用収入と、公

共用地などの売払収入があります。

諸 収 入
収入の性質により、他のどの収入科目に含まれない収入をまとめたものです。延滞金、預金利子、貸

付金元利収入、雑入などがあります。

市 債

市が道路整備や学校建設などの事業を行うにあたり、財源が不足する場合、特に一時に多額の資

金を必要とするときに、外部（財政融資資金・地方公共団体金融機構・銀行など）から資金を調

達するもので、長期的な借入金です。また、地方債を発行することを「起債」といいます。

寄 附 金
市に対する民法上の金銭の無償譲渡です。使途を特定しない一般寄附金と使途を特定した指定

寄附金とがあります。

繰 入 金
一般会計、特別会計及び基金の間で、相互に資金運用をするものです。他の会計や基金から資金

が移される場合を「繰入」（歳入科目）、また、移す場合を「繰出」（歳出科目）といいます。

繰 越 金 前年度の決算で生じた余剰金を、翌年度の歳入に編入するときの収入です。

使 用 料 及 び 手 数 料

市が所有し、または管理している施設の利用や特定の人のために行う行政サービスの対価として徴収

するものです。公共施設の使用料や住民票の写しの交付手数料等が該当し、その施設の維持管理

や行政サービスを行うための財源となります。

国 庫 支 出 金
国と市が行う事業の経費負担区分に基づいて、国が市に対して支出するものです。負担金、委託

費、特定の施設の奨励または財政援助のための補助金などがあります。

県 支 出 金
市が行う事業に対しての交付です。県自らの施策として単独で交付するものと、県が国庫支出金を

経費の全部または一部として交付するもの（間接補助金）があります。

法 人 事 業 税 交 付 金 県が市町村の従業員数（令和2年度は法人税割額）に応じて、市に対して交付するものです。

環 境 性 能 割 交 付 金
普通自動車の取得時に環境性能に応じて賦課される自動車税環境性能割を、市町村道の延長・

面積等一定の基準により県が市町村に対して交付するものです。

用　　　　語 解　　　　　　　　説

地 方 消 費 税 交 付 金

消費税10％のうち2.2％分を財源として、その一部を県が人口など一定の基準により市に対し交付

するものです。なお、引上げ分については、制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給

付並びに少子化に対処するための施策に要する経費やその他社会保障施策に要する経費に充てら

れます。

地 方 特 例 交 付 金

税源移譲により、所得税で控除しきれない住宅ローン控除額を市民税から控除することになったことに

伴い生じる減収と自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による減収を

補てんするため交付されるものです。

地 方 交 付 税

市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を保つために国から交付される

交付金です。国税３税（所得税、酒税、法人税）に消費税、地方法人税を加えた５税が原資と

なっています。

市町村が標準的な行政を行うために財源を保障するための「普通交付税」と各市町村の特殊事情

によって生じた財政需要を補うための「特別交付税」があります。

交通安全対策特別交付金

道路交通法に定める反則金を財源として、道路交通安全施設（道路照明灯、カーブミラー等）の

設置及び管理に要する経費に充てるために、交通事故件数などを基準に国が市に対して交付するも

のです。

分 担 金 及 び 負 担 金
市が行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するものです。保育所の保育料

などが該当します。
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令和2年度 令和元年度 増減額 増減比

1 議 会 費 204,023千円 208,478千円 △4,455千円 △2.1%

2 総 務 費 7,483,255千円 2,724,989千円 4,758,266千円 174.6%

3 民 生 費 9,682,893千円 9,703,885千円 △20,992千円 △0.2%

4 衛 生 費 1,953,564千円 1,804,090千円 149,474千円 8.3%

5 労 働 費 15,488千円 15,396千円 92千円 0.6%

6 農 林 水 産 業 費 1,083,807千円 1,122,366千円 △38,559千円 △3.4%

7 商 工 費 1,433,898千円 486,614千円 947,284千円 194.7%

8 土 木 費 1,424,056千円 968,855千円 455,201千円 47.0%

9 消 防 費 715,026千円 659,969千円 55,057千円 8.3%

10 教 育 費 2,465,922千円 2,006,417千円 459,505千円 22.9%

11 災 害 復 旧 費 215,934千円 2,528,634千円 △2,312,700千円 △91.5%

12 公 債 費 1,772,786千円 1,863,051千円 △90,265千円 △4.8%

13 諸 支 出 金 － － － －

14 予 備 費 － － － －

28,450,652千円 24,092,744千円 4,357,908千円 18.1%

令和2年度 令和元年度 増減額 増減比

3,189,432千円 2,796,091千円 393,341千円 14.1%

6,417,584千円 6,347,976千円 69,608千円 1.1%

1,772,786千円 1,863,051千円 △90,265千円 △4.8%

2,838,104千円 1,869,429千円 968,675千円 51.8%

215,934千円 2,528,634千円 △2,312,700千円 △91.5%

2,954,052千円 3,182,542千円 △228,490千円 △7.2%

7,802,056千円 2,546,538千円 5,255,518千円 206.4%

152,214千円 154,409千円 △2,195千円 △1.4%

2,248,536千円 2,281,417千円 △32,881千円 △1.4%

662,954千円 491,157千円 171,797千円 35.0%

197,000千円 31,500千円 165,500千円 525.4%

合　　　　　計 28,450,652千円 24,092,744千円 4,357,908千円 18.1%

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

物 件 費

補 助 費 等

維 持 補 修 費

繰 出 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

対前年度増減

市の行政運営にかかる経費（歳出）については、その行政目的ごとに分類した『目的別経費』と、人件費や借

入金の返済額など、その経費の性質別に分類した『性質別経費』の２通りの観点から市の財政を分析することが

できます。

『目的別経費』では、目的は市の予算や決算においてもっとも大きな区分である「款（かん）」を基準として分

類され、どの行政分野に、どれくらいお金を使ったかが分かります。

『性質別分類』では、性質は用途で分類され、モノあるいはサービスなどに、どれくらいのお金を使ったかが分かりま

す。

【普通会計歳出決算 ： 目的別構成】

                　　　　区　　　　分

      　　款

支 出 済 額 対前年度増減

合　　　　　　　計

【普通会計歳出決算 ： 性質別構成】

                　　　　区　　　　分

      　　款

支 出 済 額

（２） 歳出の決算状況
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義務的経費

40.0%

投資的経費

10.7%

その他

49.3%

扶助費

22.6%

人件費

11.2%

公債費

6.2%

普通建設事業費

9.9%
災害復旧事業費

0.8%

補助費等

27.4%

物件費

10.4%

繰出金

7.9%

積立金

2.3%

その他

1.3%

【普通会計 歳出決算の性質別構成】

歳出総額

28,450,652千円

民生費
34.0%

総務費
26.3%

教育費
8.7%

衛生費
6.9%

公債費
6.2%

土木費
5.0%

農林水産業費
3.8%

消防費
2.5%

災害復旧費
0.8%

その他
5.8%

【普通会計 歳出決算の目的別構成】

歳出総額

28,450,652千円
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用　　　　語

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費
健康増進、予防接種、ゴミ処理、環境対策など、健康で衛生的な生活環境を保持するために

要する経費です。

【歳出総括】

令和2年度の歳出総額は、 28,450,652千円で、昨年度に比べ 4,357,908千円（+18.1％）の増とな

りました。

主な増減としましては、会計年度任用職員制度の開始による賃金から給料への変更に伴う増などにより人件

費が 393,341千円の増、小中学校非構造部材耐震化事業や堀町縦線整備事業費などの増により普通建

設事業費が 968,675千円の増、特別定額給付金給付費や営業時間短縮協力金事業などの増により補助

費等が 5,255,518千円の増、ふるさとしまばら応援基金積立金などの増により積立金が 171,797千円の

増、 地域総合整備資金貸付金の皆増により貸付金が 165,500千円の増となった一方、新庁舎整備事業の

減により災害復旧事業費が 2,312,700千円の減、会計年度任用職員制度の開始に伴う賃金から給料への

変更や小中学校ＩＣＴ推進事業の減により物件費が 228,490千円の減、道路整備事業や合併特例事業

債などにかかる起債償還の終了に伴い公債費が 90,265千円の減、後期高齢者医療経費繰出金などの減に

より操出金が 32,881千円の減となりました。

【歳出の目的別構成分析】

歳出がどのような目的に使われたかを表す『目的別経費』の割合で分析すると、市民のみなさまの医療・生活

保護・子育てなどの福祉の向上にかかる民生費の占める割合が全体の 34.0％と最も大きく、以降、総務費

（26.3％）、教育費（8.7％）、衛生費（6.9％）、公債費（6.2％）、土木費（5.0％）、農林水産

業費（3.8％）、消防費（2.5％）、災害復旧費（0.8%）、その他（5.8％）の順となっています。

【歳出の性質別構成分析】

歳出決算額を『性質別経費』で分析すると、「扶助費」 が 6,417,584千円（22.6％）と最も多く、「人件

費」が 11.2％、「公債費」が 6.2％で、この３項目は任意に削減することのできない「義務的経費」といわれ全

体の 40.0％を占めています。また、道路整備費などの「投資的経費」が 10.7％、補助費等など「その他の経

費」が 49.3％となっています。

金額から見ると、「義務的経費」が前年度比 372,684千円の増、「投資的経費」が前年度比 1,344,025

千円の減、「その他の経費」が前年度比 5,329,249千円の増となり、割合でみると、「義務的経費」が5.7ポイ

ント下降、「投資的経費」が7.6ポイント下降、「その他の経費」が13.3ポイント上昇しています。

※各目的・性質の内容につきましては、下記の「用語解説：歳出科目（目的別）」、「用語解説：歳出科目

（性質別）」をご参照ください。

解　　　　　　　　説

議会の活動に関する経費です。主に市議会議員への報酬・手当、議員の政務活動費、各委

員会の視察研修旅費、議会報作成費などがあります。

庁舎管理、人事・秘書広報、企画、財政、戸籍、統計、税の賦課・徴収、情報化推進、選挙

にかかる経費です。

高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉、福祉医療、生活保護、国民年金などの事業にかかる

経費です。
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人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

解　　　　　　　　説

生活保護法や児童福祉法等の法令や条例に基づき被扶助者へお金や物品を提供する経費

で、生活保護費や児童手当、医療費助成、就学援助などがあります。

市が借り入れた市債の元利償還金や一時借入金の利子支払いにかかる経費です。

その支出が資本の形成に向けられ、施設などが将来に残るものに対して支出されるものをいい、

道路や橋、公園の整備、学校や公営住宅などの公共用施設の新増設にかかる経費である普

通建設事業費や災害復旧事業費が該当します。

旅費や臨時職員等の賃金、消耗品費や光熱水費等の需用費、通信運搬費や手数料等の

役務費、委託料など、市の経費のうち消費的な経費の総称です。

消防や火災予防などをはじめ災害対策にかかる経費で、消防・救急活動については、消防団の

ほか広域市町村圏組合による共同運営で行っています。

小・中学校教育、公民館や図書館の管理・運営、生涯学習、文化・スポーツの振興などにかか

る経費です。

大雨や暴風、地震などの自然災害により被災した施設の復旧にかかる経費です。

事業執行の財源として借り入れた市債や一時借入金の元金・利子の償還にかかる経費です。

他のどの支出科目にも目的が該当しない科目で、土地や建物などの取得にかかる経費です。

解　　　　　　　　説

シルバー人材センターへの補助金や勤労者会館の管理・運営などにかかる経費です。

農業や水産業など、第一次産業の振興にかかる経費です。

商工業の振興や企業誘致、観光の振興にかかる経費です。

道路や公園の整備、都市計画、公営住宅などにかかる経費です。

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費 緊急を要する場合など、予算外の支出に充てるため使途を特定しないで計上する経費です。

そ

の

他

の

経

費

財政運営を計画的にするため、または将来の収支不足に備えるための基金や特定の目的のた

めに設けられた基金などに積み立てるための経費です。

市が管理する公共施設の活用を保全するための経費です。

（建物の大規模改修等は普通建設事業費に、備品等の修繕費は物件費に区分）

他の地方公共団体や民間に対して、行政上の目的により支出される経費で、団体に対する負

担金や補助金、講師謝礼等の報償金、保険料、公営企業への繰出金等があります。

用　　　　語

義

務

的

経

費

職員給与、議員報酬、共済組合等への負担金などの経費です。

歳出経費のうち、法令或いは性質上その支出が義務付けられ任意に削減できない固定的な経費をいい、歳出総額に

占める割合が高くなるほど財政の硬直化が進んでいることを示します。

投 資 的 経 費

用　　　　語

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費
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　決算をその構成に着目して推移をみると、歳入では、人口減少や地域経済の低迷などの影響により、市

税の割合が２割程度と依然低く、また自主的に収入できる「自主財源」も３割程度で推移し、地方交付

税などの依存財源に頼った歳入構造となっています。

　歳出では、人件費が減少していく半面、扶助費の伸びが著しく、人件費、公債費と合わせた義務的経費

が５割近くを占め、財政の硬直化が進んでいます。
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40%

60%

80%

100%

H12年度 H22年度 H27年度 R2年度

【性質別歳入構成】

市債

譲与税等

国県支出金

地方交付税

その他自主財源

市税
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【性質別歳出構成】

その他経費

補助費等

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

義
務
的
経
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（３） 決算の構成の推移
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平成22年度 平成27年度 令和2年度

443,213円 505,272円 657,784円

給　料

　（市税、使用料・手数料など）
112,537円 114,694円 118,364円

親からの援助

　（国・県支出金、地方交付税など）
259,319円 304,711円 444,883円

預金の引き出し

　（他会計や基金からの繰入金）
405円 7,577円 6,559円

借り入れ

　（市債）
44,486円 54,231円 47,437円

前月からの繰り越し

　（前年度繰越金）
12,628円 10,339円 12,194円

雑収入

　（諸収入、寄附金など）
13,838円 13,720円 28,347円

425,409円 498,491円 647,725円

食　費

　（給与、議員報酬など）
66,674円 67,556円 72,613円

日用品や公共料金など

　（旅費、光熱水費、通信運搬費、備品購入費など）
54,128円 63,252円 67,254円

家電などの修理費

　（維持補修費）
1,913円 3,853円 3,465円

医療費など

　（児童手当、生活保護費、福祉医療費など）
93,676円 128,197円 146,107円

家屋の増改築

　（普通建設事業費など）
54,020円 66,010円 69,530円

ローンの返済

　（公債費）
55,075円 45,752円 40,360円

預　金

　（積立金、貸付金など）
14,289円 12,425円 19,578円

各種会費など

　（一部事務組合負担金など）
47,001円 57,762円 177,626円

子どもへの仕送り

　（他会計繰出金）
38,633円 53,684円 51,192円

貯蓄残高〈基金現在残高〉 146,870円 147,281円 140,683円

借金残高〈市債現残高〉 382,321円 436,122円 541,967円

4万8387人 4万6437人 4万3924人

　決算の状況をよりご理解いただけるよう、家計簿における項目を市の歳入、歳出にそれぞれ対応させ、市民1人当

たりの額に置き換えました。また、５年前、10年前と比べて、その推移をみてみます。

市民1人当たりの収入、支出額等

収　入  合  計

　　区　分　／　項　目　〈決算上の内容〉

（各年度末人口）

支　出　合　計

（４） 市民１人当たりに置き換えた決算の状況
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令和2年度 令和元年度 前年度比

4,391,926千円 4,451,442千円 △1.3%

1,776,242千円 1,824,313千円 △2.6%

2,120,126千円 2,128,127千円 △0.4%

180,233千円 171,308千円 5.2%

315,325千円 327,694千円 △3.8%

333,829千円 341,640千円 △2.3%

10,440千円 18,480千円 △43.5%

323,389千円 323,160千円 0.1%

4,725,755千円 4,793,082千円 △1.4%

○都市計画税

令和2年度決算額

街路整備事業費 218,983千円

公園費 64,774千円

都市下水路費 39,394千円

公債費（都市計画事業債のみ） 130,904千円

454,055千円

都市計画税 323,389千円

国庫・県支出金 27,999千円

市債 87,698千円

一般財源など 14,969千円

○入湯税

令和2年度決算額

59,534千円

42,013千円

3,350千円

4,385千円

109,282千円

入湯税 10,440千円

市債 30,700千円

一般財源など 68,142千円

観光施設整備費

合           計

財源内訳

 事   　　  業   　　  名

鉱泉源の保護管理施設整備費

消防施設整備費

観光振興費

　入湯税は、鉱泉浴場（温泉）を利用する入湯客に課税する目的税で、標準で1人あたり1日

150円程度。　鉱泉源の保護管理施設、消防施設、観光施設などの整備や観光の振興に要す

る費用の一部として活用されています。

令和2年度市税収入額

 事   　　  業   　　  名

合           計

　都市計画税は、都市計画区域内の土地・建物に対し市町村が課すことのできる目的税で、総

合的なまちづくりを行うため、街路や公園など、都市計画事業に要する費用の一部として活用され

ています。

目 的 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

合          計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

　目的税とは、その使い道を特定した上で徴収する税のことで、本市では都市計画税や入湯税が該

当します。

財源内訳

税 目

普 通 税

（５） 市税の決算状況

（６） 目的税の使途状況
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【市債の状況】

　市の借金である地方債残高は、令和2年度末で 23,805,356千円で前年度比 404,322千円の増となっ

ています。

　市債残高が増となったのは、年度中の償還額が 1,679,316千円に対して、借入額が 2,083,638千円と償

還額よりも借入額が上回ったことによるものです。また、借入額について、前年度比 1,640,131千円の減となっ

ておりますが、新庁舎整備事業の完了によるものです。

【基金の状況】

　市の貯金である基金は、令和2年度末で 6,179,343千円で前年度比 374,843千円の増となっています。

主な増減として、年度中の基金運用益 40,202千円や令和元年度の決算剰余金 162,000千円、寄附金

455,627千円など計 662,954千円を積み立てる一方、ふるさとしまばら応援基金活用事業への充当や、財

源不足を補うために財政調整基金などから計 288,111千円を取崩しました。
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26.0 11.3 
21.5 

13.3 
32.3 

25.2 

27.5 15.3 25.5 37.2 20.8 
15.6 19.5 

23.6 
21.2 21.4 

19.2 
19.7 18.7 18.2 17.5 16.8 

214.8 206.5 
185.0 185.6 

196.5 202.5 210.4 207.0 214.3 
234.0 238.1 

市債現在高の推移
借入額

償還額

地方債残高

0

20
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100

8.4 9.0 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2 6.3 6.7 7.2 7.1 

22.7 
13.1 

11.0 8.6 8.8 8.8 8.8 8.9 8.9 8.0 8.1 

50.8 

35.9 
53.9 59.7 

52.8 53.4 51.3 51.5 48.0 42.9 46.6 

基金現在高の推移 その他目的基金

市債管理基金

財政調整基金

単位：億円

（７） 市債及び基金の状況

単位：億円
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会　　計　　名 最 終 予 算 額
歳入決算額

（Ａ）

歳出決算額

（B）

歳入歳出残額

（Ａ）－（Ｂ）

国 民 健 康 保 険 事 業 6,905,363千円 6,753,599千円 6,684,533千円 69,066千円

温 泉 給 湯 事 業 129,212千円 144,088千円 119,634千円 24,454千円

後 期 高 齢 者 医 療 659,154千円 654,747千円 642,016千円 12,731千円

合　　　　計 7,693,729千円 7,552,434千円 7,446,183千円 106,251千円

　

　特別会計においては、3会計の合計で歳入総額 7,552,434千円（対前年度比0.0％）、歳出総額

7,446,183千円（対前年度比△0.8％）、歳入歳出差引 106,251千円となりました。

３.令和2年度特別会計決算の概要

島原ふるさと創生 島原守護神キャラクター

「しまばらん」は、漫画「妖怪ウォッチ」の作

者である島原市出身の漫画家・小西紀行先生に

ふるさと島原のために制作してもらいました。
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（単位：％）

令和2年度 令和元年度

－ － － 13.14 20.00

－ － － 18.14 30.00

3.1 3.3 △ 0.2 25.00 35.00

－ 4.6 △ 4.6 350.00

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

用　　　　語

標 準 財 政 規 模

区　　　　分

当該地方公共団体が標準的な状態で通常収入される一般財源の規模を示したもので、市等が自由

に使える財源の大きさを表します。

その団体の標準税収入額と地方譲与税等及び普通交付税を合算した額になります。

令和2年度は11,335,554千円です。

　一般会計等に特別会計と公営企業会計を合わせた市全体での赤字額が、標準的な収入（標準財政

規模）に対してどれくらいの割合になるかを示しており、令和2年度決算では全会計が黒字であったため、こ

の数値は出ていません。

　一般会計等での実質的な借入額が、標準的な収入（標準財政規模）に対してどれくらいの割合になる

かを示しており、令和2年度決算では早期健全化基準の25.0％を大きく下回っています。

　借入金返済額など、一般会計等が抱える実質的な負債額が、標準的な収入（標準財政規模）に対

してどれくらいの割合になるかを示しており、令和2年度決算では早期健全化基準の350.0％を大きく下

回っています。

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

解　　　　　　　　説

早期健全化基準

（黄信号）

　地方公共団体の財政運営の健全度を測る指標について説明します。

　財政運営にあたっては、これらの指標に関し検証を行い、適正な運営をしていくことが求められます。

　平成19年度決算から、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政の健全性を判断

するための新たな指標「健全化判断比率」を算定し、公表することになりました。

　健全化判断比率とは、地方自治体の財政状況がどのような水準にあるのかを示すもので4つの指標で構

成されます。

　これらの数値が、1つでも定められた基準値（ 早期健全化基準 ： 黄信号、財政再生基準 ： 赤信号、いず

れも市町村の標準財政規模に応じて定められる ）を超えると、健全化に向けた計画の作成と実施状況の報告

等が義務付けられ、市の独自性が大きく制限されることになります。

　一般会計等の実質的な赤字額が、標準的な収入（標準財政規模）に対してどれくらいの割合になるか

を示しており、令和2年度決算では黒字であったため、この数値は出ていません。

健全化判断比率
前年度比

財政再生基準

（赤信号）

①実質赤字比率

４.財政運営の健全度

（１） 決算に基づく健全化判断比率
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経常収支比率

財政力指数

　経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する指標で、毎年経常的に支出され

る経費のために、市税や地方交付税などの経常的に収入される財源がどれだけ消費されたかを示す比

率です。

  この比率が低いほど自由に使える財源が多く、臨時的な事業、施策に対応できる余裕があると言えま

す。

　地方公共団体が平均的な行政活動を行うために必要な経費を、市税など自ら調達できる財源でどれ

だけ賄えているかを表す指数で、この数値が「1」に近くなるほど、あるいは「1」を超えるほど財源に余裕が

あり財政基盤は強いとみられ、「1」を超えると普通交付税は交付されなくなります。

92.9
92.3

93.2

89.6
90.3

90.7 90.9
91.2

92.6

87.0

88.0

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度

単位：％

（２） 経常収支比率・財政力指数
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予算額 構成比
未収入額

（Ａ）－（Ｂ）

1,557,940千円 38.4% 814,353千円

個 人 1,393,117千円 35.2% 809,769千円

法 人 164,823千円 3.2% 4,584千円

1,905,180千円 46.3% 741,248千円

固 定 資 産 税 1,895,609千円 - 741,248千円

国有資産等所在市町

村 交 付 金
9,571千円 - -

軽 自 動 車 税 177,658千円 4.2% 5,772千円

市 た ば こ 税 309,146千円 3.9% -

入 湯 税 11,018千円 0.1% -

都 市 計 画 税 296,464千円 7.1% 115,976千円

計 4,257,406千円 100% 1,677,349千円

滞 納 繰 越 分 52,379千円 - 216,054千円

総 計 4,309,785千円 - 1,893,403千円

　　

（注）

　　市　　民　　税

　　固　定　資　産　税

307,254千円

91,486円

191,278千円

2,645,649千円

31,002千円

2,676,651千円

4,002,524千円

市　　　債（※）

合　　　　　　　計

     市債（借入金）は、市税のように市民の直接的な負担ではなく、市の収入の中から年々償還している間接

的な負担であります。

・人口は4万3750人、世帯数は1万9727世帯 （令和3年9月30日現在）として算出しています。

・市税は、個人市民税・固定資産税（交付金・納付金は除く）・軽自動車税・ 都市計画税の調定額で､ 滞納繰越

分を除いて計上しています。

・市債は一般会計分を計上しています。

税　　　　   　目

区　　　　　　　分

市　　　税（※） 202,896円

1,161,416円

1,364,312円26,913,768千円

4,570,054千円

247,056千円

4,322,998千円

523,686円

615,172円

　　令和3年9月30日現在の市税や借入金など市民負担の状況は次のとおりです。

5,763千円

167,909千円

182,704千円

9,361千円

1,990,318千円

1,999,679千円

137,441千円

1,522,248千円

1,659,689千円

調定額 (A)

845,336千円

収入済額 (B)

176,932千円

167,909千円

5,763千円

22,911,244千円

1人当たり

712,479千円

132,857千円

1,258,431千円

1,249,070千円

9,361千円

1世帯当たり総　　額

（１） 令和3年度市税の税目毎賦課徴収状況

（２） 市税と市債の市民１人当たり及び１世帯当たりの負担状況

５.令和3年度市民負担の状況
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（令和3年9月30日現在）

（１）  財    産

土 地 3,045,251㎡  出資による権利 264,066千円
建 物 239,144㎡  有 価 証 券 72,645千円
立 木 推 定 量 72,666㎥  基 金 7,077,716千円

（２）  市　　債
目   的   別   現   債   高   状   況

　   令和3年9月30日の市債現債高は 23,241,150千円となっており、前年同時期（23,165,069

千円）と比較すると 76,081千円（+0.3％）の増となりました。

６.財産・市債・一時借入金の状況について

一　般　会　計 22,911,244千円 98.6%

１． 普        通        債 11,449,330千円 49.3%

(1) 総 務 658,574千円 2.8%

(2) 民 生 832,222千円 3.6%

(3) 衛 生 2,141,479千円 9.2%

(4) 農 林 水 産 704,914千円 3.0%

(5) 商 工 318,966千円 1.4%

(6) 土 木 3,497,607千円 15.0%

(7) 消 防 689,585千円 3.1%

(8) 教 育 2,605,983千円 11.2%

２． 災    害    復    旧 3,994,039千円 17.2%

(1) 土 木 15,829千円 0.1%

(2) 農 林 5,891千円 0.0%

(3) そ の 他 3,972,319千円 17.1%

３． そ       の       他 7,467,875千円 32.1%

(1) 減 税 補 て ん 債 45,283千円 0.2%

(2) 臨 時 財 政 対 策 債 7,350,478千円 31.6%

(3) 減 収 補 て ん 債 72,114千円 0.3%

特　別　会　計 329,906千円 1.4%

329,906千円 1.4%

23,241,150千円 100%

　　　【 目  的  別  現  債  高 の 状  況 】

合            計

区            分 令和3年9月30日　現在

温 泉 給 湯 事 業

R 3.4.1 R 3.4.1

～Ｒ 3.9.30 ～Ｒ 3.9.30

現債高 借入額 償還額 現債高

24,175,829千円 934,679千円 23,241,150千円

Ｒ 3.9.30R 3.4.1
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【 借 入 先 別 現 債 高 の 状 況 】

温泉給湯事業

構 成 比

100.0%

（3）  一  時  借  入  金 な　　し

　　　島原半島ジオパークキャラクター

［  一  般  会  計  ］

借　入　先 市債現在高

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 329,906千円

［  特  別  会  計  ］

政府資金

60.0%

公庫資金

30.9%

民間等資金

9.1%

財務省理財局

59.4%

日本郵政

0.6%

地方公共団体金融

機構

30.9%

市中銀行

5.0%

共済組合等

0.9%
その他

3.2%

市債現在高
22,911,244千円
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　（　予算総額　24,108,616千円　）

一般会計歳入予算：科目別・財源別構成 一般会計歳出予算：性質別構成

　令和3年度の当初予算については、前回の公表でお知らせしましたので、今回は補正予算及び令和3年9月

30日までの予算の執行状況について説明します。

　一般会計当初予算は 23,068,000千円でしたが、4月に 40,810千円の増額補正、6月に 316,672千

円の増額補正、8月に 288,456千円の増額補正、9月に 394,678千円の増額補正を行い、予算総額は

24,108,616千円となりました。

　補正の主なものは、営業時間短縮協力金事業や子育て世帯生活支援特別給付金給付事業などの新型コ

ロナウイルス感染症対策事業、認定こども園施設整備費、農林水産・土木施設災害復旧費、ロケツーリズム推

進事業（映画製作支援事業）等を増額し、その財源として国庫支出金、県支出金、市債等を充当していま

す。

　以下、図表により説明します。

７.令和3年度の予算及び執行状況について

義務的経費

50.0%

投資的経費

11.1%

その他

38.9%

扶助費

27.3%

人件費

14.2%

公債費

8.5%

普通建設事業費

10.3%

災害復旧事業費

0.8%

物件費

13.2%

補助費等

12.9%

繰出金

9.7%

維持補修費

0.5%

その他

2.6%

自主財源

33.0%

依存財源

67.0%

市税

17.9%

繰入金

7.5%

寄附金

3.4%

その他

4.2%

地方交付税

23.4%

国庫支出金

18.2%

県支出金

11.4%

市債

8.7%

その他

5.3%

歳 出歳 入
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（当初予算～8号補正）

当 初 予 算 額 補    正    額 計 収 入 済 額 (9/30 現 在 )

1 市 税 4,309,785千円 - 4,309,785千円 2,782,590千円

2 地 方 譲 与 税 161,880千円 - 161,880千円 50,800千円

3 利 子 割 交 付 金 2,000千円 - 2,000千円 1,070千円

4 配 当 割 交 付 金 9,000千円 - 9,000千円 1,963千円

5 株式等譲渡所得割交付金 6,000千円 - 6,000千円 -

6 法 人 事 業 税 交 付 金 14,000千円 - 14,000千円 20,123千円

歳 7 地 方 消 費 税 交 付 金 940,000千円 - 940,000千円 573,334千円

8 環 境 性 能 割 交 付 金 9,000千円 - 9,000千円 2,995千円

9 地 方 特 例 交 付 金 129,000千円 - 129,000千円 21,629千円

10 地 方 交 付 税 5,650,000千円 - 5,650,000千円 4,188,831千円

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 6,000千円 - 6,000千円 2,840千円

12 分 担 金 及 び 負 担 金 74,957千円 7,450千円 82,407千円 26,352千円

13 使 用 料 及 び 手 数 料 321,685千円 - 321,685千円 142,464千円

14 国 庫 支 出 金 4,010,303千円 348,913千円 4,359,216千円 1,179,054千円

入 15 県 支 出 金 2,354,054千円 391,084千円 2,745,138千円 144,033千円

16 財 産 収 入 38,034千円 - 38,034千円 63,113千円

17 寄 附 金 800,467千円 30,500千円 830,967千円 245,835千円

18 繰 入 金 1,804,700千円 - 1,804,700千円 -

19 繰 越 金 1千円 196,666千円 196,667千円 301,967千円

20 諸 収 入 368,934千円 27,703千円 396,637千円 109,354千円

21 市 債 2,058,200千円 38,300千円 2,096,500千円 -

23,068,000千円 1,040,616千円 24,108,616千円 9,858,347千円

当 初 予 算 額 補    正    額 計 支 出 済 額 (9/30 現 在 )

1 議 会 費 216,306千円 736千円 217,042千円 107,288千円

2 総 務 費 3,044,539千円 171,543千円 3,216,082千円 1,008,292千円

3 民 生 費 9,625,163千円 227,066千円 9,852,229千円 4,124,394千円

4 衛 生 費 2,029,747千円 30,000千円 2,059,747千円 800,558千円

歳 5 労 働 費 15,674千円 - 15,674千円 14,683千円

6 農 林 水 産 業 費 984,975千円 40,380千円 1,025,355千円 190,528千円

7 商 工 費 678,159千円 489,268千円 1,167,427千円 531,503千円

8 土 木 費 1,921,636千円 - 1,921,636千円 267,831千円

9 消 防 費 646,466千円 3,520千円 649,986千円 419,819千円

出 10 教 育 費 1,835,824千円 26,603千円 1,862,427千円 735,838千円

11 災 害 復 旧 費 9千円 51,500千円 51,509千円 317千円

12 公 債 費 2,049,500千円 - 2,049,500千円 936,232千円

13 諸 支 出 金 2千円 - - -

14 予 備 費 20,000千円 - 20,000千円 -

23,068,000千円 1,040,616千円 24,108,616千円 9,137,283千円

【令 和 3 年 度 一 般 会 計 予 算 及 び 執 行 状 況】

款

款

歳       出       合        計

歳       入       合        計
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会　　計　　別 当 初 予 算 額 補  正  額 予　算　現　額 収 入 済 額 支 出 済 額

国 民 健 康 保険 事業 6,908,993千円 - 6,908,993千円 2,691,094千円 2,616,285千円

温 泉 給 湯 事 業 154,048千円 - 154,048千円 51,529千円 60,007千円

後 期 高 齢 者 医 療 665,393千円 - 665,393千円 226,058千円 207,807千円

合　　　計 7,728,434千円 - 7,728,434千円 2,968,681千円 2,884,099千円

【令 和 3 年 度 特 別 会 計 予 算 及 び 執 行 状 況】

【令 和 3 年 度 一 般 会 計 予 算 の 執 行 状 況】
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　 以上、本市の令和2年度決算の状況および令和3年度上半期における予算、執行状況について

説明を終わることにいたします。

　本年度下半期の財政運営につきましても、厳しい諸情勢の中ではありますが健全性の確保に配意

し、市勢振興に向け諸施策を推進してまいります。

【月  別  収  支  の  状  況】
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財政事情説明書　長崎県島原市

令和3年12月1日公表


